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地方自治体財政の現状分析―平成 23 年度普通会計ベースで見た全国団体別財政力比較－ 

  

 

 

１．はじめに 

 本稿は、地方自治体財政の現状を各自治体の平成 23 年度決算データに基づく分析を行う

ものである。地方自治体については、国の財政とともに財政悪化、債務累積に歯止めがか

からない厳しい状況が続いている。一部団体においてはリスクの顕在化が懸念されており、

一部の団体の財政破綻もそうした厳しい状況の一部として受け取られている。当研究セン

ターではそうした現状認識の下、地方財政問題に継続的に取り組んできている。本報告で

は、その分析作業の一環として、個別自治体の財政力対比を簡便に行うとの観点から、債

務履行能力を示す指標である債務償還年数地図の作成を試みた。個々の自治体の各自の財

政状況へ認識喚起の一助となることを期待したい。なお、今回の分析は、前回の平成 17 年

度改訂に続くものである。データの改訂などの修正点を除き、基本的な分析手法、枠組み

は従来の手法を踏襲している。 

 

２．平成 23 年度普通決算の概況 

はじめに平成 23 年度地方財政の全体像を普通会計純計ベースで概観しておく。地方公共

団体（一部事務組合を含む）の歳入は、地方税 34.1 兆円が前年比 0.4％の微減となる一方、

東日本大震災分の計上により国庫支出金が 16.0 兆円（12.1％増）と大きく増加した結果、

100.0 兆円と前年比 2.6％増加と 100 兆円の大台に乗せとなった。地方税収は横ばい水準に

止まり、ピーク時の平成 9 年度の 36.1 兆円から 5.5%下回っている。また、地方交付税は前

年比１.5 兆円増加(15.6％増)の 18.7 兆円となり、4 年連続増加となった。この結果一般財源

は 55.4 兆円、前年比 2.8％の増加となった。臨時財政対策債の削減により地方債は 11.7 兆

円と前年比 1.2 兆円の減少し前年比 9.3％減大きくと落ち込んだ。震災分を除く歳入純計ベ

ースでは 95.3 兆円と前年を 2.4 兆円下回っている。 

平成 23 年度の経常収支比率は 92.6％と前年の 90.5％から 2.1％ポイント悪化、8 年連続

して 90％を上回った。また減収補填債特例分及び臨時財政対策債を除く調整ベースの経常

収支比率は 103.4％と 3 年連続で 100％を越える高い水準が続いている。収支を圧迫する要

因としては、義務的経費のうち扶助費、および震災関連その他経費の計上分が増加要因と

なっている。一般財源における公債費充当額の負担を示す公債費負担比率は 18.6％と微増

傾向である一方、公営企業等への繰出金などを含む準債務を含むベースの実質公債費比率

は 11.8％とわずかではあるが 5 年連続で低減してきている。 

債務増加に伴い、平成 23 年度末現在における地方債残高は 143.1 兆円に達している。対

前年比では 0.8％増と微増に止まったとはいえ、平成 13 年度末比では 12.2 兆円の増加とな

っており、また債務累積が進みだした 90 年代初頭の水準と対比すれば、平成元年度末の 50

兆円の約 2.8 倍と地方財政の悪化は顕著である。地方の抱える債務にはこのほか、交付税特

別会計借入金 33.5 兆円（地方負担分）、公営企業債 23.6 兆円（普通会計負担分）が加わり、

これらを含めた普通会計が負担すべき借入金の残高は 200.3 兆円と 200 兆円の大台を超え

ている。 
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３．地方自治体債務履行能力－債務償還年数  

地方自治体の発行する地方債の返済能力を表す指標の一つとして算出される債務償還年

数は、自治体個々の債務負担の状況を横断的に比較する簡便な指標として有益なものであ

り幅広く用いられている。債務償還年数は、将来の債務負担を含む地方債残高から積立金

を除いた実質債務を償還財源によって何年間で返済することができるかを示すものである。

償還財源には、地方債など経常財源から義務的な支出項目である人件費、扶助費、公債費

を差し引いた余剰の財源と定義される。図１は、全国 1744 団体（812 市（含む 23 区）、932

町村）を対象として、債務償還年数マップを描いたものである。平成 23 年度末現在の各自

治体の債務履行能力の格差の現状を浮き彫りにすることを狙いとしており、地図上におけ

る一覧性により視覚的に個別団体の債務履行能力の格差の状況を表している。 

 上記の償還能力分析などを含め、地方自治体の財政状況を分析する際、普通会計ベース

の決算統計を利用するのが一般的である。しかしながら、本来であれば、企業会計等普通

会計以外の決算状況等も加味した個別自治体に係る財政状況全体を勘案すべきとの見方も

なされてきたところである。普通会計ベース決算は、自治体ごとに異なる会計制度を横断

的に分析しやすい標準的な決算に編成しなおしたものであり、利用しやすい半面、自治体

財政の全体像が必ずしも表されていないことが残された問題として指摘される。 

 

４．地方自治体の債務構造 

以下では、国民経済計算体系（ＳＮＡ）等他の統計を参考にしながら、全会計と普通会

計ベースとの乖離につき地方自治体の債務構造につき検討することとしたい。 

 地方自治体の債権および債務の全体構造は、ＳＮＡでは地方政府および公的企業に分類

され概観を確認することができる。ＳＮＡでは、政府活動サービスに係るものを地方政府

勘定として政府部門に含め、地方公営事業については公的非金融事業勘定として分類され

ており、普通会計、公営事業会計等の会計上の区分に係らず経済活動の種別により仕訳が

行われている。公的非金融企業はさらに地方公営企業と地方公社に分けられる。このほか、

地方公社以外の地方独立行政法人及びその他第 3 セクターについては、総務省が実施する

第 3 セクター等の状況に関する調査により、把握可能な範囲の債務状況を確認することが

できる。これら個別主体毎の債務残高は、地方政府 188.7 兆円、地方公営企業 50.2 兆円、

地方公社 7.8 兆円であり、地方独立行政法人 0.3 兆円とその他第 3 セクター6.6 兆円を除く

ベースで、地方自治体に係る債務残高の単純合計は 246.7 兆円と、GDP 対比で 51.0％にの

ぼっている。 

 表１、表 2 は、地方債及び企業債の残高をまとめたものであり、上記の総債務残高より

狭い範囲を示している。これによれば、普通会計、企業事業会計の合計の地方債残高は、

194.7 兆円であり、普通会計債が 73.4％を占めている。発行団体別に内訳を見てみると、普

通会計債は、都道府県 87.2 兆円、政令市を含む市 48.6 兆円、町村 5.8 兆円、一部事務組合

1.0 兆円となっている。一方、企業債では都道府県 9.0 兆円、政令指定都市を含む市 36.8

兆円、町村 3.9 兆円、一部事務組合 1.7 兆円の順で、政令市の発行が多い。 

企業債 51.6 兆円のうち、普通会計ベースで負担すべき地方債は 23.6 兆円であり、これに

地方交付税特別会計分 33.5 兆円を加えた含め総務省のとりまとめによる普通決算が負担す

べき地方債債務残高は、地方交付税特別会計分 33.3 兆円を含めた 200.3 兆円が普通会計ベ

ースの地方債務となる。これに対し、普通会計負担分を除く企業債、地方公社、地方独立
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行政法人、その他の第 3 セクターの債務の合計 42.7 兆円については、従来の普通会計ベー

スの財務分析の評価の対象となっていないこととなる。企業会計ベースの債務の返済原資

は基本的には、事業収益による資金であり、直接的には普通会計の債務ではないこと等、

勘案すべき点は多いが、地方自治体全体に係る財務能力の健全性の判断の観点から、各会

計横断的な連結ベースの債務償還能力を把握することも重要である。 

 

５ 地方債をめぐる課題 

 地方債の累積に伴う諸課題に対し地方債制度改革の取組みが進んでいるが、残された課

題も多い。地方債の消化状況を見ると、財政融資資金 25.1％、旧郵政公社資金 5.9％、地方

公共金融機構資金 5.9％と公的資金比率は 36.9％に漸減する一方、市中銀行 25.1％、市場

公募 28.9％の民間消化比率は 54.0％と過半を占めるに至っている。財投改革の進行や、公

募債の増加などに伴い地方債の市中消化の比重が大きくなる中、地方債発行主体である個

別の地方自治体の債務履行能力への関心が高まっている。また、地方債の起債をめぐって

は、従来の「許可制」から平成 18 年度より「協議制」による発行へ制度が移行したことや、

共同発行方式やミニ地方債発行等の公募債発行の多様化が進んだことに伴い、個別自治体

の財政状況や財務基盤に基づく債務履行能力の判断が、制度的な担保以上に注目を集める

結果となっている。都道府県等の市場公募債については、外部機関の格付けの取得が一般

化する一方、貸出等が中心となる市町村の縁故債消化においては、個別団体の財務能力に

関する評価が必ずしも十分に行われているとは言えない。また、地方公営企業、地方公社

や第 3 セクター等、普通会計以外の財政状況の開示の水準は市場評価という観点から十分

とは言い難い。地方債消化の圧力が高まってくれば、個別団体ごとの財政力の差が信用力

の差として表面化してくることも懸念されており、地方自治体の財政状況のより詳細な開

示と透明性の改善が求められている。今後、地方自治体の個別団体毎の状況を市町村レベ

ルまでミクロレベルで把握しその差異を明らかにすることは、個々の団体の健全な危機認

識の醸成は喫緊の課題と言える。                
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図１ 債務償還年数マップ 平成 23年度末 

 

 

 

 



表１　地方自治体債務残高　平成23年度末　兆円

地方債

企業債
（うち普通
会計負担

分）

地方公社
＊１

地方独立
行政法人
＊２

その他第
3セクター
＊２

債務合計

51.6
(.23.6)

資料：地方財政統計年報
＊１国民経済計算統計＊２第3セクター等の状況に関する調査

表２　地方債残高　都道府県・市町村別内訳
地方債 企業債 合計

都道府県 87.2 9.0 96.2
市区 48.6 36.8 85.4
町村 5.8 3.9 9.7
一部事務組合 1.0 1.7 2.7
合計 143.1 51.6 194.7

143.1 7.8 0.3 6.6 209.4
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